
番号
２２年度要求額

（百万円）
第１ＷＧ評決結果

参考資料
（事業シート及び参考資料）

1

(１)    情報通信分野のベンチャー企業支援 50 廃止 詳細（１）

(２)   高度 ＩＣＴ人材育成支援事業 73 廃止 詳細（２）

(３)    安全･安心i-City推進事業 8,199
来年度の予算
計上は見送り

詳細（３）

(４)    ICT利活用型教育の確立支援事業 1,001
来年度の予算
計上は見送り

詳細（４）

2
15,777,309

＋事項要求
（抜本的）見直しを行う 詳細（５）

3

(１) 携帯電話等エリア整備事業 7,695 予算要求の縮減

(２) 電波遮へい対策事業 3,000 予算要求の縮減

(３)
電波監視施設の整備・維持運用及び電波監
視業務等の実施

5,841 予算要求の縮減 詳細（７）

4

(１)
 　地上デジタル放送への円滑な移行のための
　環境整備・支援

30,751
予算要求の縮減
（半額の縮減）

詳細（８）

(２) 電波資源拡大のための研究開発等 11,094
予算要求の縮減

（10～30％の縮減）
詳細（９）

5 18,730
予算要求の縮減
（1/3程度を縮減）

詳細（１０）

6 32,500
予算要求の縮減

（10～30％の縮減）
詳細（１１）

7 157 抜本的な機能強化 詳細（１２）

8 1,006 廃止 詳細（１３）

（１） 　消防防災施設整備費補助金 3,066
自治体／民間の判断

（ＷＧの議論を踏まえ、補
助金のあり方を見直す）

詳細（１４）

（２） 　緊急消防援助隊設備整備費補助金 5,001
予算要求の縮減

（10％程度を縮減）
詳細（１５）

（１） 　参議院議員通常選挙関係経費（開票作業等） 54,464
予算要求の縮減

（10～20％程度の縮減）
詳細（１６）

（２） 　参議院議員通常選挙関係経費（啓発推進経費） 918
予算要求の縮減

（大幅に）
詳細（１７）

（３） 　明るい選挙推進委託費 330 廃止 詳細（１８）

11 68,243
予算要求の縮減

（５～10％程度を縮減）
詳細（１９）

別表　　　　　　　　　　　行政刷新会議事業仕分け対象事業等

9

消防関係補助金

電波利用共益費用①

電波利用共益費用②

　　政策評価、行政評価・監視

　 （独）情報通信研究機構運営費交付金

情報通信関係研究開発・実証実験・調査研究

詳細（６）

10

　　選挙関連経費

　　国勢調査の実施

　　地方交付税交付金

項　目　名

地域イントラネット基盤施設整備事業

　　テレコム関係事業費等
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